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「加工食品の原料原産地表示制度についての院内集会」を
開催しました。

　消費者庁・農林水産省共催による「加工食品の原料原産地表示制度に関する検討会」において、全加
工食品を対象に原材料の原産国表示の義務化が検討されています。
　検討会において、「全加工食品に原材料の国別表示を義務付ける」という原則が確認されたことは大いに
評価するものです。この原則をいかに徹底できるかが、消費者の選択に資する食品表示実現の鍵と言えますが、
残念ながら現在検討会に提案されている案には大いに問題があります。全国消団連では、この間2回にわ
たり意見を表明し、問題提起を重ねてきました。
　現在、急ピッチで進められている「加工食品の原料原産地表示制度」の検討状況を共有し、改めてどの
ような制度が求められるかを考える場とするために、院内集会を開催いたしました。


